
新型コロナウイルス感染症まん延防止等重点措置に関する公示の 

全部を変更する公示 

 

令 和 ４ 年 １ 月 1 9 日 

新型コロナウイルス感染症 

対  策  本  部  長 

 

新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成 24年法律第 31号）第 31条の４

第３項の規定に基づき、新型コロナウイルス感染症まん延防止等重点措置に関す

る公示（令和４年１月７日）の全部を次のとおり変更する。 

 

記 

 
 
（１）まん延防止等重点措置を実施すべき期間 

令和４年１月９日から２月 13日までとする。（２）の各区域におけるまん延

防止等重点措置を実施すべき期間は次のとおりである。 

・広島県、山口県及び沖縄県については、令和４年１月９日から１月 31日ま

でとする。 

・群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、岐阜県、愛知県、

三重県、香川県、長崎県、熊本県及び宮崎県については、令和４年１月 21

日から２月 13日までとする。 

ただし、まん延防止等重点措置を実施する必要がなくなったと認められると

きは、新型インフルエンザ等対策特別措置法第 31 条の４第４項の規定に基づ

き、速やかにまん延防止等重点措置を集中的に実施する必要がある事態が終了

した旨を公示することとする。 

（２）まん延防止等重点措置を実施すべき区域 

群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、岐阜県、愛知県、三

重県、広島県、山口県、香川県、長崎県、熊本県、宮崎県及び沖縄県の区域と

する。 

（３）まん延防止等重点措置の概要 

新型コロナウイルス感染症については、 

・肺炎の発生頻度が季節性インフルエンザにかかった場合に比して相当程度 

高いと認められること、かつ、 

・特定の区域が属する都道府県において感染が拡大するおそれがあり、それ 

に伴い医療提供体制・公衆衛生体制に支障が生ずるおそれがあることから、 

国民の生命及び健康に著しく重大な被害を与えるおそれがあり、かつ、特定の

区域において、国民生活及び国民経済に甚大な影響を及ぼすおそれがある当該

区域におけるまん延を防止するため、まん延防止等重点措置を集中的に実施す

る必要がある事態が発生したと認められる。 
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まん延防止・第６波の感染拡大の抑制に向け 

県民・事業者の皆様へのメッセージ 

愛知県では、１月１５日以降、県独自の「厳重警戒」により、   
県民・事業者の皆様に基本的な感染防止対策の徹底をお願いし、  
感染拡大の防止に努めてまいりました。 
しかし、オミクロン株の感染力の強さから、全国的に新規陽性者
数の急激な増加が続いており、本県におきましても、１月１９日に
は、２，８８１人と過去最多を更新し、脅威的な感染急拡大となり、
大変厳しい状況であります。今後、さらに感染拡大が進めば、医療
提供体制がひっ迫し、社会・経済活動の維持が困難になることが  
懸念されます。 
このような状況の中、本県を始めとする東海３県が足並みを揃え、
国に対し、「まん延防止等重点措置」の適用について要請を行い、   
本日決定されました。 
このため、県民・事業者の皆様には、県をまたぐ不要不急の移動
自粛、また、名古屋市を始め５２市町村の措置区域につきましては、
飲食店等に対する営業時間の短縮など、更なる感染防止対策の徹底
をお願いします。 
本県におきましても、ワクチンの３回目接種については、独自の
取組により、対象者全ての接種間隔を６か月に前倒すなど、接種の
加速化を図ってまいりますので、皆様には積極的な接種の検討を 
お願いします。 
 この第６波の感染拡大の抑制に向け、今後も感染状況に応じ、  
必要な対策を速やかに講じてまいりますので、安心な日常生活と 
活力ある社会経済活動を取り戻していくことができるよう、皆様 
一人ひとりのご理解とご協力をお願いします。 

１ 実施区域 愛知県全域 
２ 実施期間 １月21日（金）から2月13日（日）までの24日間 
３ 要請事項 別紙『愛知県まん延防止等重点措置』にご協力を  

お願いします。 

２０２２年１月１９日 
愛知県知事 大 村 秀 章 

愛知県まん延防止等重点措置 
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愛知県まん延防止等重点措置の対象区域について 
 
１ 対象区域の考え方 

  直近 1 週間 1 月 12 日（水）から 1 月 18 日（火）までの人口 10 万人・1 週間当たりの新規陽性者数が 

レベル 2（15 人）以上の 52 市町村を指定 
 
 
２ 県内 54 市町村の状況 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３ 区域 

実施区域：愛知県全域 
措置区域：５２市町村（東栄町、豊根村以外） 

 

 

名古屋市 143.4人 小牧市 133.1人 あま市 90.1人
豊橋市 118.9人 稲沢市 83.0人 長久手市 105.6人
岡崎市 106.1人 新城市 32.1人 東郷町 84.0人
一宮市 71.0人 東海市 84.8人 豊山町 152.6人
瀬戸市 122.5人 大府市 81.1人 大口町 61.8人
半田市 170.9人 知多市 102.4人 扶桑町 67.1人

春日井市 119.5人 知立市 174.0人 大治町 119.8人
豊川市 82.6人 尾張旭市 132.4人 蟹江町 146.8人
津島市 98.4人 高浜市 158.1人 飛島村 43.5人
碧南市 176.6人 岩倉市 154.3人 阿久比町 81.6人
刈谷市 145.6人 豊明市 72.1人 東浦町 95.4人
豊田市 103.1人 日進市 86.3人 南知多町 17.9人
安城市 113.9人 田原市 37.2人 美浜町 49.0人
西尾市 117.7人 愛西市 65.6人 武豊町 69.6人
蒲郡市 118.5人 清須市 97.4人 幸田町 65.9人
犬山市 100.1人 北名古屋市 88.3人 設楽町 22.8人
常滑市 90.3人 弥富市 99.9人 東栄町 0.0人
江南市 68.7人 みよし市 101.7人 豊根村 0.0人

 10万人あたりの新規陽性者数（1週間あたり） 1/12（水）～1/18（火）
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レベル３Ａ・・・・・50人以上/10万人/週

レベル２・・・・・・15人以上/10万人/週

レベル１Ｂ・・・・・5人以上/10万人/週

レベル１Ａ・０・・・5人未満/10万人/週

危険（レベル3A）46市町

 名古屋市、豊橋市、岡崎市、一宮市、瀬戸市、半田市、

 春日井市、豊川市、津島市、碧南市、刈谷市、豊田市、

 安城市、西尾市、蒲郡市、犬山市、常滑市、江南市、

 小牧市、稲沢市、東海市、大府市、知多市、知立市、

 尾張旭市、高浜市、岩倉市、豊明市、日進市、愛西市、

 清須市、北名古屋市、弥富市、みよし市、あま市、

 長久手市、東郷町、豊山町、大口町、扶桑町、大治町

 蟹江町、阿久比町、東浦町、武豊町、幸田町

厳重警戒（レベル2）6市町村

新城市、田原市、美浜町、南知多町、飛島村、 設楽町

注意（レベル0）2町村

東栄町、豊根村
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措置区域 措置区域以外

名古屋市始め52市町村 東栄町・豊根村

【認証店】
各店が期間を通して、以下のどちらかを選択
・時短要請：20時まで、酒類提供禁止（3～10万円）
・時短要請：21時まで、酒類提供は20時まで（2.5～7.5万円）

【非認証店】
・時短要請：20時まで、酒類提供禁止（3～10万円）

愛知県まん延防止等重点措置の概要

対象区域

実施区域

実施期間

その他

・入場者の感染防止のための整理・誘導
・入場者に対するマスクの着用の周知
・アクリル板等の設置又は利用者の適切な距離の確保　など

・生活・経済の安定確保に不可欠な業務の継続
・出勤者数の削減の推進、事業者による削減状況の積極的な公表、21時以降
の勤務を抑制
・事業継続計画（BCP）の点検・策定
・時差登校、分散登校の検討、対外的な練習試合等の自粛
・ワクチン3回目接種の接種間隔を6か月に前倒すとともに、医療従事者や高齢
者施設等の入所者、看護学生や医学部生、警察・消防職員、自衛隊員等に対
する接種券なしの接種を積極的に進め、3回目接種を加速

・混雑した場所や感染リスクの高い場所への移動は自粛
・県をまたぐ不要不急の移動の自粛

外出・移動

飲食店

飲食店以外

イベント

【大声なし】
人数上限5,000人と収容率100%のいずれか少ない方を上限
※「感染防止安全計画」の策定により人数上限は20,000人
【大声あり】
人数上限5,000人と収容率50%のいずれか少ない方を上限

〔ワクチン・検査パッケージ制度等：適用なし〕

※ワクチン・検査パッケージ制度等：ワクチン・検査パッケージ制度の適用又は対象者全員検査の実施

愛知県全域

2022年1月21日（金）から2月13日（日）　　（24日間）

－

・同一グループの同一テーブルへの入店案内は4人まで（介助や介護を要する
場合は除く）
〔ワクチン・検査パッケージ制度等：適用なし〕
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まん延防止・第６波の感染拡大の抑制に向け 

県民・事業者の皆様へのお願い 

実施区域 ： 

実施期間 ： 

愛知県全域 

２０２２年１月２１日（金）～２月１３日（日） 
 
 
 

 

○国の基本的対処方針を踏まえ、飲食店等に対する営業時間短縮要請、県をまた

ぐ不要不急の移動自粛、テレワークの推進、イベント開催制限等の取組を推進

します。 

○特に、別に定める区域を重点措置を講じるべき区域（以下「措置区域」という。）とし、

措置区域については、飲食店等に対する営業時間短縮要請などの対策を集中的

に実施します（「別図１」の市町村）。 

 
 
 

 

①  不要不急の行動の自粛 

○混雑した場所や感染リスクが高い場所への外出・移動の自粛及び感染対策が徹

底されていない飲食店等の利用の自粛をお願いします。 

○営業時間短縮を要請した時間以降、飲食店等にみだりに出入りをしないでくださ

い。 

②  県をまたぐ不要不急の移動自粛 

○オミクロン株による感染が増加していることを踏まえ、県をまたぐ不要不急の移動、

特に、まん延防止等重点措置区域が適用されている都県への移動は、極力控え

てください。 

③ 高齢者等への感染拡大の防止 

○ 重症化しやすい高齢者、基礎疾患のある方々、妊婦の皆さんが感染しないよ

う、人と人との距離の確保やマスク着用など、基本的な感染防止対策の徹底

などの配慮をお願いします。 

○ これらの方々も、感染リスクの高い施設の利用を避けてください。 

④ 基本的な感染防止対策の徹底 

○ 「感染しない、感染させない」を徹底してください。 

全般的な方針 

Ⅰ. 県民の皆様へのお願い 

赤は「厳重警戒」からの主な変更点、下線部は「特にお願いする事項」 

愛知県まん延防止等重点措置 
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○ 特に、若い世代の方々は、基本的な感染防止対策を徹底してください。 

○ 会食・飲食する際は、同一グループで同一テーブルに４人まで（介助や介護を要

する場合は除く）、飲食する時だけマスクを外し、会話の際には「マスク会食」を

徹底してください。また、「大声で騒ぐこと」は、飛まつ感染につながるため、やめ

ていただくようお願いします。 

○ 「ニューあいちスタンダード認証店（以下「あいスタ認証店」という。）や「安全・安

心宣言施設」のステッカー掲載店で、感染防止対策が徹底されている店を利用し

てください。 

○ ワクチン接種を終えた方も含めて、日頃から、「三つの密」が発生する場所を避

け、大人数や長時間におよぶ飲食など別図２「感染リスクが高まる５つの場

面」では、マスクの着用、手指消毒等、基本的な感染防止対策を徹底してくださ

い。 

○ タクシーやバス・電車等の公共交通機関では、常にマスクを着用し、大声で

の会話は控えてください。 

○ 適切な温度・湿度等を保ちつつ、十分な換気を行ってください。 

○ 発熱等の症状が出たときは、まずは、かかりつけ医等の地域の医療機関や、

保健所に設置された「受診・相談センター」等に電話相談の上、県が指定し

た「診療・検査医療機関」を受診してください。 

○  無症状でも感染の不安がある場合は、ＰＣＲ等検査を受けてください。 

○ 接触確認アプリＣＯＣＯＡを、県民・事業者の皆様、オール愛知で活用し、

検査の受診など保健所の早期サポートにつなげてください。 

 

 

⑤ 飲食店等に対する営業時間短縮等の要請 

○ 措置区域内の食品衛生法に基づく飲食店営業・喫茶店営業の許可を受けた飲食

店・カラオケ店（「別表１」に定める施設、以下「飲食店等」という。）に対し、次のと

おり要請します。なお、デリバリー、テークアウトによる営業は要請の対象外とし

ます。 

＜措置区域（法第３１条の６第１項に基づく要請）＞ 

・要請期間 １月２１日（金）から２月１３日（日）までの２４日間 

・対象店舗 飲食店等 

・営業時間 あいスタ認証店は、期間を通して、以下の①、②のどちらかを選択

（当初の選択は変更できません） 

①５時から２０時まで（酒類の提供を行わないこと） 

Ⅱ. 事業者の皆様へのお願い 
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②５時から２１時まで（酒類の提供は１１時から２０時まで） 

その他の店は、５時から２０時まで（酒類の提供を行わないこと） 

・感染防止対策 

（１） 従業員への検査勧奨 

（２） 入場者の感染防止のための整理・誘導 

（３） 発熱その他の症状のある者の入場の禁止 

（４） 手指の消毒設備の設置 

（５） 事業を行う場所の消毒 

（６） 入場者に対するマスクの着用その他の感染の防止に関する措置の

周知 

（７） 正当な理由なくマスクの着用等の感染防止措置を講じない者の入

場の禁止（すでに入場している者の退場を含む） 

（８） 施設の換気 

（９） アクリル板等の設置又は利用者の適切な距離の確保 

（１０） 同一グループの同一テーブルへの入店案内は４人まで（介助や介

護を要する場合は除く） 

※「あいスタ認証店」において、ワクチン・検査パッケージ制度の適用に

よる人数制限の緩和は行わない。 

＜措置区域以外（法第２４条第９項に基づく協力要請）＞ 

○ 引き続き、これまでと同様の感染防止対策の徹底をお願いします。 

・感染防止対策 措置区域と同じ 

⑥ 飲食店等以外に対する感染防止対策の要請 

○「別表２」の施設欄に定める施設に対し、「別表２」の内容欄のとおり要請を行い

ます。 

⑦ 業種別ガイドラインの遵守等 

○飲食店では、二酸化炭素濃度測定器を使った店内の換気状態の確認や、会話

の声が大きくならないようＢＧＭの音量を最小限にするなど、別表３の対策をお願

いします。 

○全ての施設で、感染防止対策を自己点検の上、業種別ガイドラインや県の感

染防止対策リストの遵守の徹底を強くお願いします。 

〇高齢者の方が多く利用する施設等では、「高齢者を守る８つのポイント」を遵

守し、感染防止対策の徹底をお願いします。 

○事業者は、「あいスタ認証店」や「安全・安心宣言施設」のステッカーを掲示
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し、利用者に施設の安全性と感染防止対策への協力を呼び掛けてください。 

⑧ 生活・経済の安定確保に不可欠な業務の継続    

○「別添」の事業継続が求められる事業者及びこれらの業務を支援する事業者に

おいては、「三つの密」を避けるために必要な対策を含め、十分な感染防止策を

講じつつ、感染者や濃厚接触者が発生し、欠勤者が多く発生する場合においても、

事業の特性を踏まえ、業務の継続をお願いします。 

⑨ テレワークの推進等     

○事業者は、接触機会の低減に向け、休暇取得の促進やテレワーク、ローテーショ

ン勤務の推進をお願いします。また、テレワークの活用等による出勤者数削減の

実施状況を自ら積極的に公表し、取組を推進するようお願いします。 

○事業の継続に必要な場合を除き、２１時以降の勤務を抑制するようお願いします。 

○時差出勤、週休や昼食時間の分散化など、通勤・在勤時の「三つの密」を防

ぐ取組の徹底をお願いします。 

⑩ 職場クラスターを防ぐ感染防止対策 

○職場・寮での手指消毒、マスク着用、職員同士の距離確保、換気の励行、複

数人が触る箇所の消毒、発熱等の症状が見られる従業員の出勤自粛、テレビ

会議の活用、感染リスクが高まる「５つの場面」を避ける行動などの感染防

止対策を徹底してください。 

○特に、休憩室、更衣室、喫煙室等、職場での「居場所の切り替わり」に注意

するよう周知してください。 

○従業員に、基本的な感染防止対策の徹底を呼び掛けていただくようお願いし

ます。 

⑪ 事業継続計画（ＢＣＰ）の点検・策定 

○感染爆発に起因する従業員の療養等により、事業活動の低下が懸念されます。

あらゆる事業所において、事業継続計画（ＢＣＰ）を点検し、未策定の場合

は早急に策定をお願いします。 

 

 

⑫ イベントの開催制限等 

ア. 事業者におけるイベントの開催制限 

○事業者に対する、法第２４条第９項に基づくイベントの開催制限は、別表４の基

準に制限するとともに、業種別ガイドラインに基づく感染防止対策の徹底をお

願いします。 

○あわせて、参加者に対するイベント前後の「三つの密」を回避するための方策

Ⅲ. その他のお願い 
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の徹底をお願いします。 

イ．参加者へのお願い 

○イベントに参加する場合は、人との距離確保、マスク着用、大声で会話や過度

な飲酒を控えるなど、感染防止対策を徹底し、対策がとれない場合は、参加を

自粛してください。 

※特に、大規模なイベントを開催する際には、事業者は、人数上限やエリア内の行

動管理など、適切な感染防止対策を徹底するとともに、参加者は、自覚をもって、

感染防止対策を自ら徹底するようお願いします。 

⑬ 行事等での対策 

○多数の人が集まる行事については、人と人の距離の確保・マスクの着用・手指

衛生・大声での会話の自粛など、「基本的な感染防止対策」の徹底をお願いしま

す。 

⑭ 学校等での対応      

○感染の急拡大を抑制するため、学校においては、健康観察の徹底（体調不良

の際は登校させない）、手洗い・換気・マスク着用、オンライン学習の活用、

食事中の会話禁止（会話は食事後にマスクを着けてから）等の感染防止対策

を徹底して、教育活動の継続をお願いします。 

○特に、発熱等の症状がある学生等が登校や活動参加を控えるようお願いしま

す。 

○地域の感染状況や学校の実情に応じて、時差登校、分散登校の検討をお願いし

ます。 

○寮生活、クラブ・部活動など集団行動における感染防止対策の徹底をお願い

します。 

○部活動については、対外的な練習試合、合同練習及び部合宿は自粛してくださ

い。 

○家庭においても、規則正しい生活習慣の徹底（体調不良の際は登校しない・

させない）をお願いします。 

○修学旅行等の校外行事の実施については、旅行先の感染状況を確認し、感染

防止対策を徹底した上で慎重に判断するようお願いします。 

 

 
 

○災害医療の専門家で構成する医療体制緊急確保チームを中心に、県内全ての

医療機関と協力し、引き続き、検査体制及び医療提供体制の更なる強化と維

持に全力をあげます。 

Ⅳ. 県の取組 
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○体調が悪化した自宅療養者等が速やかに必要な医療が受けられる体制を確保

します。 

○健康上の理由等によるワクチン未接種の方や感染不安を感じる無症状者の方

が無料でＰＣＲ等検査を身近で受けられるよう、登録検査所を増加させます。 

○新型コロナワクチンの３回目接種については、国、市町村、医療機関、医師会等

関係団体、企業・大学等と緊密に連携し、希望する全ての対象の方に円滑に接

種を進めます。実施にあたっては、本県独自の取組により、３回目接種の対象

者全ての接種間隔を６か月に前倒すとともに、医療従事者や高齢者施設等の入

所者、看護学生や医学部生、警察・消防職員、自衛隊員等に対する接種券なし

の接種を積極的に進め、３回目接種を加速します。 

○また、６か所の大規模集団接種会場を開設し、３回目接種の加速化を図ります。 

〇感染防止対策の継続により影響を受ける県民・事業者の皆様に対し、国の施

策と連携し、きめ細かな支援に努めるとともに、相談体制として、「別表５」

の相談窓口やコールセンターにより、様々な問合せや相談に対応します。 

○⑤の営業時間の短縮要請に応じた事業者等に対し、別途定める基準に基づき、

感染防止対策協力金を支給するとともに、市町村や関係団体と連携し、チラ

シ、ポスター、Webページ等の媒体を活用し周知に努めます。 

○愛知県全域で飲食店等の営業時間短縮要請の協力状況及び飲食店等の感染

防止対策の確認を実施し、対策を徹底します。また、措置区域内で営業時間短

縮要請等に応じない飲食店等に対しては、法第３１条の６第３項に基づく命令等、

必要な措置を行います。 

○飲食店等の感染防止対策の向上を図るため、あいスタ認証制度の普及に取り

組みます。 

○県機関においても、テレワーク、ローテーション勤務、時差出勤など、人と

の接触機会を低減する取組を進めます。 

○感染防止対策の実施に際しては、国、医療機関、市町村等関係機関、団体は

もとより、岐阜県・三重県と連携して取組を進めます。 
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重点措置を講じるべき区域（措置区域）   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別図１ 

（出典）新型コロナウイルス感染症対策分科会資料 

別図２ 
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別表１ 営業時間短縮等を要請する施設 

＜措置区域（法第 31 条の６第１項に基づく要請）＞  

施設の種類  施 設  要請内容  

飲食店  

飲食店（居酒屋、バー（接待や遊興を伴わないも

の）を含む。）、喫茶店 等 

（宅配・テークアウトサービスは除く。） 

【あいスタ認証店】 

期間を通して、以下の①、②の

どちらかを選択 

① ５時から２０時まで（酒類の

提供を行わないこと） 

② ５時から２１時まで（酒類の

提供は１１時から２０時まで） 

 

【その他の店】 

５時から２０時まで（酒類の提供

を行わないこと） 

 

遊興施設等 

（※）  

バー（接待や遊興を伴うもの）、カラオケボックス等

で、食品衛生法の飲食店営業許可を受けている施

設  

（※） 遊興施設のうち、ネットカフェ、マンガ喫茶等、夜間の長時間滞在を目的とした利用が相当程度

見込まれる施設は、業種別ガイドラインに基づく感染予防対策が徹底されていることを前提に、要

請の対象外 
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別表２　飲食店等以外に対する感染防止対策の要請

内容

第４号 劇場、観覧場、映画館、演芸場　など

第５号 集会場、公会堂、葬祭場　など

第６号
展示場、貸会議室、文化会館、多目
的ホール　など

第７号
大規模小売店、ショッピングセンター、
百貨店、家電量販店、スーパー、コン
ビニ、ガソリンスタンド など

第８号
ホテル又は旅館（集会の用に供する
部分に限る。）

第９号

体育館、スケート場、水泳場、屋内テ
ニス場、柔剣道場、ボウリング場、
テーマパーク、遊園地、野球場、ゴル
フ場、陸上競技場、屋外テニス場、ゴ
ルフ練習場、バッティング練習場、ス
ポーツクラブ、ホットヨガ、ヨガスタジ
オ、マージャン店、パチンコ屋、ゲーム
センター　など

第１０号
博物館、美術館、図書館、科学館、記
念館、水族館、動物園、植物園など

第１１号

個室ビデオ店、個室付浴場業に係る
公衆浴場、射的場、勝馬投票券発売
所、場外車券売場、ネットカフェ、マン
ガ喫茶　など

第１２号

スーパー銭湯、ネイルサロン、エステ
ティック業、リラクゼーション業、銭湯、
理容店、美容店、質屋、貸衣装屋、ク
リーニング店 など

第１３号 自動車教習所、学習塾 など

※ 左欄の各号は、施行令第11条第１項各号を示す。

施設

＜措置区域＞
（法第31条の６第１項に基づく要請）

・従業員への検査勧奨
・入場者の感染防止のための整理・誘導（※）
・発熱その他の症状のある者の入場の禁止
・手指の消毒設備の設置
・事業を行う場所の消毒
・入場者に対するマスクの着用その他の感染の
防止に関する措置の周知
・正当な理由なくマスクの着用等の感染防止措
置を講じない者の入場の禁止（すでに入場して
いる者の退場を含む）
・施設の換気
・アクリル板等の設置又は利用者の適切な距離
の確保

※入場整理等の実施状況については、ホーム
ページ等を通じて広く周知するようお願いしま
す。

＜措置区域以外＞
（法第24条第９項に基づく協力要請）

・協力要請内容は措置区域と同じ

建築物の
床面積の
合計が
1,000㎡を
超えるも
のに限る
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別表３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

別表４ イベントの開催制限 

 
 

 

 

収容率 人数上限
営業時間

短縮

「感染防止安全計画」を策定し、
県がその内容を確認したイベン
ト（注１）

１００％（注２） ２０，０００人（注３）

その他のイベント（注４）
大声なし：１００％

大声あり：　５０％
５，０００人

（注１）5,000人超かつ収容率50％超のイベントに適用。「感染防止安全計画」の詳細は、国からの通知に基づき運用。

（注２）感染防止安全計画策定イベントは、「大声なし」であることが必須。

（注３）ワクチン・検査パッケージ制度の適用による人数上限の緩和は行わない。

なし

（注４）収容率と人数上限でどちらか小さい方を限度（両方の条件を満たす必要）。
　　　　また、別に示すチェックリストにより、感染防止策への対応状況を確認し、そのチェックリストをイベント主催者
　　　　等がWebページ等で公表し、イベント終了日から１年間保管すること。

※催物開催に当たっては、別紙「イベントの開催時の必要な感染防止策」に留意すること。 

2021 年2 月25 日新型コロナウイルス感染症対策分科会資料から抜粋 
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別表５ 新型コロナウイルス感染症関連の主な相談窓口 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電話番号 受付時間 備考（取扱内容・所管区域等）

愛知県・新型コロナウイルス感染症 052-954-7453 午前9時～午後5時

　「県民相談総合窓口」（コールセンター） （土・日・祝日を含む毎日）

愛知県感染防止対策協力金専用（飲食店営業時間短縮 052-228-7310 午前9時～午後5時 愛知県感染防止対策協力金（飲食店営業時間短縮要請枠・

要請枠・カラオケ設備利用自粛要請枠）コールセンター （土、日、祝日を含む毎日） カラオケ設備利用自粛要請枠）に関すること

愛知県感染防止対策協力金専用（大規模施設等営業 0120-263-225 午前9時～午後5時 愛知県感染防止対策協力金（大規模施設等営業時間短縮

時間短縮要請枠）コールセンター （フリーダイヤル） （土、日、祝日を含む毎日） 要請枠）に関すること

愛知県中小企業者等応援金専用コールセンター 0120-100-476 午前9時～午後5時 愛知県中小企業者等応援金に関すること

（フリーダイヤル） （土、日、祝日を含む毎日）

飲食店感染防止対策コールセンター 052-977-3655 午前10時～午後5時

（土、日、祝日を含む毎日）

名称

飲食店等の事業者を対象とした感染防止対策の全般的な相
談

① 新型コロナウイルス感染症に関する各種相談窓口 

③ 中小・小規模企業総合相談窓口 

② 新型コロナワクチンに関する電話相談窓口 

電話番号 受付時間 備考（取扱内容・所管区域等）

厚生労働省新型コロナワクチンコールセンター 0120-761770 午前9時～午後9時

（フリーダイヤル） （土日・祝日も実施）

名称

別紙 
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別 添 

事業の継続が求められる事業者 

以下、事業者等については、「三つの密」を避けるための取組を講じていただきつつ、事業の

継続を求める。 

１．医療体制の維持 

・新型コロナウイルス感染症の治療はもちろん、その他の重要疾患への対応もあるため、全

ての医療関係者の事業継続を要請する。 

・医療関係者には、病院・薬局等のほか、医薬品・医療機器の輸入・製造・販売、献血を実施す

る採血業、入院者への食事提供等、患者の治療に必要な全ての物資・サービスに関わる製

造業、サービス業を含む。 

２．支援が必要な方々の保護の継続 

・高齢者、障害者等特に支援が必要な方々の居住や支援に関する全ての関係者（生活支援関

係事業者）の事業継続を要請する。 

・生活支援関係事業者には、介護老人福祉施設、障害者支援施設等の運営関係者のほか、施

設入所者への食事提供など、高齢者、障害者等が生活する上で必要な物資・サービスに関

わる全ての製造業、サービス業を含む。 

３．国民の安定的な生活の確保 

・自宅等で過ごす国民が、必要最低限の生活を送るために不可欠なサービスを提供する関係

事業者の事業継続を要請する。 

① インフラ運営関係（電力、ガス、石油・石油化学・ＬＰガス、上下水道、通信・データセンター

等） 

② 飲食料品供給関係（農業・林業・漁業、飲食料品の輸入・製造・加工・流通・ネット通販等） 

③ 生活必需物資供給関係（家庭用品の輸入・製造・加工・流通・ネット通販等） 

④ 宅配・テイクアウト、生活必需物資の小売関係（百貨店・スーパー、コンビニ、ドラッグスト

ア、ホームセンター等） 

⑤ 家庭用品のメンテナンス関係（配管工・電気技師等） 

⑥ 生活必需サービス（ホテル・宿泊、銭湯、理美容、ランドリー、獣医等） 

⑦ ごみ処理関係（廃棄物収集・運搬、処分等） 

⑧ 冠婚葬祭業関係（火葬の実施や遺体の死後処置に係る事業者等） 

⑨ メディア（テレビ、ラジオ、新聞、ネット関係者等） 

⑩ 個人向けサービス（ネット配信、遠隔教育、ネット環境維持に係る設備・サービス、自家用車

等の整備等） 
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４．社会の安定の維持 

・社会の安定の維持の観点から、企業の活動を維持するために不可欠なサービスを提供する 

関係事業者の最低限の事業継続を要請する。 

① 金融サービス（銀行、信金・信組、証券、保険、クレジットカードその他決済サービス等） 

② 物流・運送サービス（鉄道、バス・タクシー・トラック、海運・港湾管理、航空・空港管理、郵便

等） 

③ 国防に必要な製造業・サービス業の維持（航空機、潜水艦等） 

④ 企業活動・治安の維持に必要なサービス（ビルメンテナンス、セキュリティ関係等） 

⑤ 安全安心に必要な社会基盤（河川や道路等の公物管理、公共工事、廃棄物処理、個別法

に基づく危険物管理等） 

⑥ 行政サービス等（警察、消防、その他行政サービス） 

⑦ 育児サービス（託児所等） 

５．その他 

・医療、製造業のうち、設備の特性上、生産停止が困難なもの（高炉や半導体工場等）、医療・

支援が必要な人の保護・社会基盤の維持等に不可欠なもの（サプライチェーン上の重要物を

含む。）を製造しているものについては、感染防止に配慮しつつ、継続する。また、医療、国

民生活・国民経済維持の業務を支援する事業者等にも、事業継続を要請する。 

・学校等については、児童生徒等や学生の学びの継続の観点等から、「学校における新型コロ

ナウイルス感染症に関する衛生管理マニュアル」等を踏まえ、事業継続を要請する。 

  

 「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針 令和３年1１月１９日（令和４年１月１９日変更）」から抜粋 
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